


る関心は相対的に弱く、したがって

資料保存もそれほど熱心には進めら

れてきませんでした。 

 のちに呼びかけ人になる私たち

は、「長崎に関しては資料が少ないよ

ね」と愚痴りつつも、実際に何らかの

行動をとってきたわけではありませ

んでした。しかし、時はすでに、被爆・

戦後 74 年。被爆者や戦争体験者は次々と鬼籍に入

り、彼らが遺した資料の多くが、遺族の手によっ

て捨てられている現実があります。「このまま手を

こまねいていてよいのだろうか？ 資料の有力な

預け先となる公的機関があれば、遺される資料も

多かったのでは？」と自問しないわけにはいきま

せん。 

 そこで私たちは昨年 9 月、ようやく「もとめる

会」を立ち上げるに至ったわけです。しかし、原爆

問題だけではいかにも狭いので、その他の分野に

関心を持つ研究者の方々にも加わっていただき、

近現代史全体を対象と定めたうえで、最終的には

呼びかけ人 7 人で開始することになりました。 

 しかし、これでも、活動開始が遅きに失したの

ではないかとの後悔があります。 

 本誌の 2 ページ以降で触れるように、長崎県立

長崎図書館を「ミライ on 図書館」および「郷土資

料センター」という 2 つの新組織に分割する制度

設計はあらかた終了した後であり、あと数年早く

私たちが動き出していれば、もっと充実した資料

保存の体制を作らせることができたかもしれませ

ん。 

 また、長崎県庁建て替え・引っ越しもすでに完

了し、この間に棄てられた公文書も山ほどあった

はずです。これもまた、私たちの活動があと数年

早ければ、と悔やまれるところです。 

 さらに、被爆 74 年ではなく被爆 60 年の時点で

活動が始められていたら、どれだけの資料が守ら

れただろうか、など、考えれば切りがありません。 

 このように後悔だらけの私たちですが、それで

もなお、目の前には問題が山積しています。 

 県の「郷土資料センター」が実際に開所するの

は 2021 年の予定です。地域資料と公文書を同じ組

織で扱うというこのレアケースがどんな形で展開

していくのか、しっかりと監視し、具体的な提言

をしていかねばなりません。長崎市庁舎も 2022 年

を目標に建て替えが進行中であり、この間に重要

な公文書が破棄されないようにチェックしていく

必要があります。原爆資料館が手持ちの資料を市

民にほぼ公開していないという問題もあります。

さらに、長崎県や県内の自治体のどれひとつとし

て公文書管理条例を持たず、公文書館（的機能）も

ほぼ有していないという重大な欠陥があります。 

 このように、私たちのような小所帯には手に余

る難題がいくつもありますが、県外の皆さんから

のご意見や助言、批判などもいただきつつ、ひと

つずつ事態を打開していきたいと考えています。 

 ともに頑張っていきましょう。まずは、身近で

「もとめる会」のことを広めてください。そして

可能なら、カンパもぜひ。 
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郷土資料センターへの期待と不安 

 

友澤悠季（呼びかけ人、長崎大学環境科学部教員） 

 

 

わたしたちの質問状には、おおまかには地域資

料をめぐる項目と、公文書をめぐる項目が含まれ

ています。県との懇談には、長崎県教育庁生涯学

習課新県立図書館整備室（以下、整備室）と、長崎

県総務部総務文書課（以下、総務文書課）という二

つの部署から出席がありました。 

公開質問状の１をめぐる整備室とのやりとりで

は、郷土資料センターの機能の具体化に向けた議

論はまだこれからという状況が明らかになりまし

た。ハコについては建築関係の専門家の意見は取

り入れてきたそうですが、どのような機能（ソフ

ト面）をもたせるかの開かれた意見交換の場はい

ままでないとのことで、歴史研究者や一般県民も

まきこんだ形での審議会や懇話会の設置が早急に

求められます。とくに私自身は、近現代における

民間の地域資料をぜひ郷土資料として積極的に収

集してほしいと願うものですが、質問状２への回

答を見ても具体的にどのように集めるのかのイメ

ージが乏しく、職員についても従来の郷土課職員

を増やす予定もいまのところないと聞き、不安が

残りました。せっかくハコを新しくするのであれ

ば、民有資料の寄贈を希望した県民が「あそこに

相談すれば安心だ」と思えるような郷土資料セン

長崎県への公開質問状提出と県との折衝について 

 

2019 年 11 月 6 日、「もとめる会」では、長崎県が 2021 年度を目指して新設予定の「郷土資料セン

ター」（仮）に関して、県に公開質問状を提出しました。 

長崎県にはもともと「長崎県立長崎図書館」がありましたが、建物の老朽化・狭隘化に伴って新築

が計画されました。図書館本体は、大村市に移転したうえで大村市立図書館と一体化させた「ミライ

on 図書館」として 2019 年 10 月に開館の運びとなる一方、長崎県立長崎図書館内にあった「郷土課」

は長崎市内に残されて「郷土資料センター」として再出発することになっています。今回の質問状は

この後者に関するものです。 

県立図書館を 2 つに分離したことも異例ではありますが、さらに異例なのは、「郷土資料センター」

が民有の地域資料の収集にあたるだけではなく、「公文書コーナー」を併設する計画になっている点で

す。しかし、同センターの行く末については不透明な点が多く、呼びかけ人としては、当会の発足に

あたって、まずはこの問題に焦点を絞ろうと考えました。 

長崎県からは 12 月 25 日に回答があり、同日に、県の関係者と懇談を行ったうえで、県庁にて記者

会見も開きました。以下では、この日の行動に参加した友澤悠季さんと四條知恵さんに、その感想を

寄せていただきました。また、当日参加はされませんでしたが、コンペル・ラドミールさんからも一

言寄せていただきました。 

なお、9 ページ以降に、質問事項と県からの回答を掲載しています。 
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ターになってほしい、そのために将来的には、近

現代資料に関する専門知識を備えた職員の方の配

置がのぞまれます。印象的だったのは、「地域資料

というとたとえばどのようなものが考えられるの

か？」といった趣旨の質問が先方からあったとい

う事実で、県庁のなかにいる職員はぜひ外へ出て

実情を知ってほしい、逆に民間からは具体的な紹

介と要望を臆せず伝えていく必要があると痛感し

ました。埼玉県立文書館や、尼崎市立地域史料館、

この 3 月に視察した天草市立天草アーカイブズな

ど、地域史料においても公文書においても興味深

い取り組みは多くあるので、ぜひ長崎県もそうし

た他地域に学んで取り入れてほしいと願います。 

 

 

廃棄されてきた長崎県の公文書 

 

四條知恵（呼びかけ人、長崎大学多文化社会学部

客員研究員） 

 

 

公開質問状の 4－（6）では、県が 2000 年度に定

めた「歴史的文書（歴史的価値を有すると認めら

れた公文書）等の収集及び保存に関する要領」に

より選別・収集した同文書の件数を確認するため、

①年度ごと、②県の各部局・委員会などの組織別

の件数を尋ねました。公文書の収集・保存の現状

を知るための最も基本的な質問です。しかしなが

ら、県から明確な回答が得られなかったため、意

見交換の際に再度質問し、不十分ではあるものの、

「現在、歴史的文書はファイル数で約 1500 冊あり、

昨年は県庁の移転に伴い確定作業ができなかった

ため、200 冊ほど移管を保留している」という補足

説明を得ました。要領は定めたものの、「歴史的文

書」としていたものを一部現用文書に戻した経緯

もあり、①②ともに件数が把握できていないとい

うことのようです。また、今後の年間の収集・選別

件数を 100～150 冊程度と見込んでいるという発

言もありました。広島県立文書館の刊行物・電子

文書を除く収蔵行政文書の総数は、62,123 冊、う

ち平成 30 年度の選別・収集件数は 1,852 冊です。

未だ選別・収集件数すら確定できない長崎県の現

状とは、大きな開きがあります。 

この現状を鑑みる時、約１時間半の意見交換を

経た上での担当課長の「我々としては県の公文書

はしっかり管理できているのではないかと思って

いる」という発言は、印象的でした。まず、現行の

県の収集・保存・整理・公開という公文書の管理サ

イクルに大きな問題があるという認識を、県民の

間に喚起していきたいと思っています。  

シンポジウム延期のお詫び 

3 月 7 日（土）に予定していたシンポジウム「失われつつある長崎の近現代資料―私たちにで

きることは？」は、新型コロナウィルス感染予防のため、延期することにしました。一部の賛

同人の皆さま方には、ご案内を差し上げる以前に延期を決定せざるをえなかったことをお詫び

申し上げます。次の開催時期は未定ですが、少なくとも、6 月以降になるものと思われます。 

4



公文書「コーナー」の役割について 

 

コンペル・ラドミール（呼びかけ人、長崎大学多文化

社会学部教員） 

 

 

今回の質問状は研究者同士が発端となって準備

されたものです。長崎について知りたい研究者は、

調査するにあたって二つの情報源を重要視してい

ます。ひとつは図書館、もうひとつは公文書館で

す。図書館では地域の歴史や生活についての解説

書や伝記などを頼りに学習し、新聞を参考にその

時代の日常について情報を集めます。しかしどれ

だけ解説書や新聞を読んでも、その時の実情につ

いて知ることはできません。これにはさらに綿密

な調査が必要です。住民や当事者の日記、団体の

会議録などを参考にする必要があります。 

もう一つの情報源、すなわち公文書館の役割は、

このような資料を提供するところにあります。一

定の地域には様々な個人や団体が存在しますが、

これらの活動が新聞に紹介されるのはごくまれな

時に限ります。しかしそれぞれは地域に重要な貢

献をしています。主要な団体は県と市町村の行政

組織です。近代行政の活動は具体性と精密性を必

要とし、これには必ず「文書」が欠かせません。毎

日多くの行政文書が作成され、県民への行政サー

ビスの下地となっています。地域を知るには図書

や新聞以上に欠かせない情報源です。もちろん「個

人情報」や「組織の秘密」の問題はありますが、そ

れを情報公開審査や時間の経過が解決してくれま

す。研究者にとって重要なのは、ミクロから地域

の実情を把握することです。被爆地長崎に馴染み

の深い原爆の製造や投下についての情報も、関連

する膨大な行政資料が公文書として保存され、研

究者に公開されたからこそ、判明しているのです。

参考書や新聞をいくら読んでも、公文書館で保存

された文書なしには把握できなかった情報の一例

です。今日では特異な例に見えますが、当時とし

ては、シアトルの港湾整備や戦災者への医療費割

当等と何ら変わらない、一般行政の日常的な機能

を記した文書です。公文書館には一般行政以外に

その他の団体や住民から集められた資料も多くあ

り、研究者にとって地域の日常を知る上で重要な

情報源です。 

このように、今回の質問状は、以上の図書館と

公文書館の分類に照らしてみると、長崎県は地域

の情報機能を新設図書館の「公文書コーナー」で

十分果たせないのではないかという研究者兼県民

同士の懸念を表したものなのです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動日誌（2019年 9月～20年 3月） 

2019 年 

8 月 28 日 第 1 回呼びかけ人会議 

9 月 17 日 会の発足 

11 月 6 日 郷土資料センターについて、長

崎県に公開質問状を提出 

12 月 25 日 上記への県からの回答。長崎県

庁にて記者会見。 

2020 年 

1 月 9 日 第 2 回呼びかけ人会議 

2 月 10 日 第 3 回呼びかけ人会議 

3 月 4 日 天草市立天草アーカイブズ視察 

3 月 7 日 この日予定していたシンポジウム

を新型コロナウィルス対策の関係から延

期 

3 月 10 日 第 4 回呼びかけ人会議 
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愛知県は工業出荷額日本一を 42 年間独占する

大県である。48 兆余円は全国シェア 14.7％で、2 位

の神奈川県の 18 兆円に大きく水をあけている。名

古屋市もまた人口 230 万人は全国 4 位、企業会計

を含めれば財政規模は年間 2 兆 8 千億円（2019 年

度）のメガシティーである。しかし、どちらにも自

然誌（史）博物館はない。 

 一方、全国を見渡せば参考とすべき博物館はた

くさんある。大阪市立自然史博物館（学芸員 13 名）、

兵庫県立人と自然博物館（研究員 30 名、但し県立

大学との兼務を含む）、千葉県立中央博物館、神奈

川県立生命の星・地球博物館（学芸員 20 名）、滋

賀県立琵琶湖博物館など。岐阜県立博物館や三重

県立博物館にも自然史博物館機能が備わっている。 

 愛知県内の植物分類や昆虫学、あるいは地質の

専門家などが集まって、東海銀行の資金援助を得

て刊行したのが、「東海の自然史」（1990）である。

東海地方在住の 24 人の研究者によって執筆され

た 400 余頁におよぶ立派な自然史図鑑である。こ

れらの人々の多くは県や市の各種環境系審議会の

委員を務め、動植物調査の主力となっている。レ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ッドデータブックの編纂にあたった方も少なくな

い。しかし、自然史（誌）博物館は出来なかった。

牧野コレクションに次ぐと言われる植物標本を遺

した市井の植物学者・井波一雄の標本は千葉県立

中央博物館に収蔵された。本人が物故するとゴミ

になってしまう貴重な標本は他にも沢山ある。 

 2010 年、第 10 回生物多様性条約締約国会議

（COP10）が名古屋で開催されることになった。筆

者を含めて 10 人ほどのメンバーが、この機に乗じ

て名古屋市に自然誌（史）博物館を造らせようと、

名古屋市長に宛てて提言書を起草した。COP10 へ

の協力の見返りである。環境局幹部らが各地の有

力自然史博物館を視察に出かけるなど、良い流れ

とはなったが残念ながら博物館は実現せず、代わ

って名古屋市生物多様センター（職員数 10 名）が

誕生した。提言に盛り込んだ学芸員はゼロ、わず

かに嘱託専門員 2 名。博物館とは似ても似つかぬ

施設であるが、筆者はこの施設と連動して活動す

る「名古屋市生物多様性協議会」幹事として活動

している。 

賛同人のリレーコラム 
 第 1 回 大沼淳一さん（名古屋市在住） 

※100 人を越える「もとめる会」の賛同人の中には、さまざまな経験をしてきた方がいます。この

「賛同人のリレーコラム」は、広い意味で資料の保存・公開に関わってきた経験を披露していただ

くコーナーです。文書館・図書館・博物館など、どんな種別の機関であっても、公的機関・民間団

体・個人いずれの活動であってもかまいません。資料の種類も、文書やモノ資料など、さまざまで

しょう。この欄が、互いの活動を刺激し合えるようなものになることを願っています。原稿をお寄

せになりたい方は、事務局までご連絡を。 
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田上富久・長崎市長 定例記者会見 

（2019 年 11 月 18 日） 
 

記者（朝日新聞）：2 つあって、1 つが、戦後資料

の管理と保存について、ちょっと市長のご意見を

お伺いしたいんですけれども、9 月に、研究者の方

たちで、長崎の近現代資料の保存・公開を求める

会というのが立ち上がって、広島には公文書館が

複数あるのですが、長崎に一つもないという、そ

ういう保存体制の弱さとか指摘されていると思う

んですけれども、そのあたりについての市長の認

識と、あと、来年の被爆 75 年に向けて、そういっ

た資料の管理体制への取組みは何か強化されるお

考えなどあるかどうかをお願いします。 
田上市長：戦後史の保存についての公文書館の必

要性についてですが、新長崎市史を 4 巻編纂した

わけですけれども、その中でも、収集したいろい

ろな資料についての保存についての議論がありま

した。現状では、公文書館的なものというのは、長

崎市は持っていないわけですけれども、そういう

意味では、最低限の資料を今、保存しているとい

う状況にあります。そういう意味では、長崎、歴史

のあるまちとして、課題の一つであるというふう

に考えています。 
 ただ、75 周年に向けてという分について言いま

すと、原爆資料館等の資料の分について、また、今

後も収集作業は当然力を入れてやっていく必要は

ありますし、むしろ、被爆者の皆様方が少なくな

る中で、資料が語る、伝えてくれるものの役割と

いうのは大きくなっていると思いますので、そう

いう意味では、被爆に関する資料収集等について

は、より力を入れて、75 周年を機に取り組んでい

く必要があるというふうに思っています。 
 

中村法道・長崎県知事 定例記者会見 

（2019 年 12 月 27 日） 
 
○記者（朝日新聞社）  来年の秋に建設が始まる

新県立図書館の郷土資料センターと、歴史的公文

書の管理に関する知事の視点についてご質問しま

す。 

 長崎県内に公文書館がありませんが、昨年 11 月

議会で設置の予定を尋ねられた当時の総務部長が、

郷土資料センターの公文書コーナーに、公文書館

の機能を持たせるというふうに答弁なさっていま

す。 
 ところが、現在明らかになっている計画では、

公文書コーナーに専門資格を持つ専任職員を置く

ことは想定せず、資料の保管スペースも 110 平米

と、広島の文書館の 1,300 平米の 10 分の 1 以下に

なっています。 
 これに対して、歴史研究者でつくる県内の団体

から、保存体制に不安が残り、貴重な資料が散逸

してしまう危険があるというふうに声が上がって

います。 
 郷土資料センターは教育庁の管轄ですが、知事

にぜひお答えいただきたいのですが、戦後 75 年を

控えて、生きている人から証言を得ることが難し

い時代に入る中で、県民が今、資料を残すことの

大切さを訴えているわけですが、知事は、歴史的

公文書を積極的に集めて保存するおつもりはあり

ますでしょうか。 
 というのと、郷土資料センターの建設をその契

機にするおつもりがあるのかどうかというのをお

答えください。 
 
○知事  公文書館をどういった範囲で、どのよう

な形で収集、保存、整備していくのかというのは

非常に重要な課題であると思っておりますが、先

ほどおっしゃったように規模が小さいというご指

摘をいただきましたけれども、長崎県の場合、旧

庁舎が焼失してしまって、ほとんど公文書がなく

なってしまっているという歴史的な経過もありま

して、保存、整備すべき公文書が、他県とはちょっ

と異なるという実情があります。 
 ただ、これからの保存、収集、整備のあり方につ

いては、ちょっと私も細かな方針まで承知してお

りませんので、そこら辺はどうですか。 
 
○総務文書課長  現在、歴史的文書について収集

を重ねていっておりまして、令和 3 年度のオープ

ンに合わせて、しっかり県民の皆様に公開できる

ように、目録をつくったり、検索しやすいような

資料をつくったりと、今、準備をしているところ

でございます。 
 職員の配置等については、他県の類似施設の利

用状況から見て、県民サービスと費用対効果等を

考えた場合には、専任の職員を置くまではないと

考えておりまして、ただ、オープン後に、その利用
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状況を見て、それはまた検討すべき状況かなと思

っております。 
 公文書コーナーということで、資料は現時点で、

先ほど知事が申し上げましたとおり、他県とは状

況が違うんですけれども、しっかり、県民の皆様

が利用しやすい施設になるように、今後準備して

いきたいと考えております。 
 
○記者（朝日新聞社）  知事に確認なんですけれ

ども、しっかり収集して保存して公開するという

おつもりはあるという理解でよろしいでしょうか。 
 
○知事  ええ、歴史的に大変重要な文書などにつ

いては、しっかり保存し、また、県民の皆様方の財

産として管理していく必要があるのではないかと

思っているところです。 
 
○記者（朝日新聞社）  郷土資料センターの公文

書コーナーに、公文書館の機能を持たせるという

認識は、知事もお持ちでいらっしゃいますか。 
 
○知事  先ほど申し上げたように、公文書館とい

うのを改めて整備するかどうかというのは、とり

あえず郷土資料センターの中でそういったスペー

スを確保し、まとまった形で新たな施設の整備が

必要になってきて、あるいは、県民の皆様方が利

用される際に不便を来たすというようなことがあ

れば、そういった施設としての機能整備も検討す

る必要があるのではないかと、こう考えていると

ころでありますけれども、先ほど申し上げたよう

に、非常に規模自体がですね、なかなか、これまで

の公文書の大半が焼失してしまっているという状

況でありますので、できるだけ残された資料をフ

ルに活用していくという考え方で、そういった機

能整備を進めていこうと思っております。 
 

会計報告（2019年 9月～20年 2月） 
＜支出＞ 

印鑑 5,920 円 
 ゴム印 2,480 円 
 スタンプ台、領収証、封筒 330 円 
 切手 3,560 円 
 計  12,290 円 
 （とりあえず、呼びかけ人が立て替え） 
 
 ※カンパをお願いします！ 
  くわしくは 1 面。 

メディアで紹介されました 
 
 
2019 年 8 月 9 日 朝日新聞長崎版 
  「のこす」の現場④ 遺品・文書 
2019 年 10 月 9 日 長崎新聞 
  近現代資料の保存・公開を 「もとめる会」発

足 
2019 年 11 月 9 日 毎日新聞長崎版 
  ナガサキ平和リレー284 県内に公文書館設

置を 
2019 年 11 月 12 日 朝日新聞長崎版 
  大戦前後の記録 収集・公開を 
2019 年 11 月 13 日 長崎新聞 
  「郷土資料センター」で質問状 
2019 年 11 月 14 日 朝日新聞長崎版 
  38 年前、被爆信徒の語り変えた 長崎大・四

條知恵研究員 
2019 年 11 月 30 日 読売新聞長崎版 
  市民ら県などに公開質問状提出 郷土資料セ

ンター巡り 
2019 年 12 月 26 日 NHK 長崎 
  「郷土資料センター」さらなる検討を 
2019 年 12 月 26 日 長崎新聞 
  郷土資料センター公文書保存 専門職不在

「不安残る」 県の回答受け もとめる会 
2019 年 12 月 26 日 朝日新聞長崎版 
  「歴史的文書保存に不安」 
2019 年 12 月 28 日 朝日新聞長崎版 
  郷土資料センター巡り知事 公文書館スペー

ス「とりあえず確保」 
2020 年 1 月 8 日 長崎新聞 
  論説 郷土資料保存の行方は（県内文化展望） 
2019 年 2 月 19 日 長崎新聞 
  近現代資料 保存・公開もとめる会 長崎で

来月 7 日シンポ 
2020 年 2 月 25 日 東京新聞 
  2020 年 核廃絶の「期限」○中 原爆資料 散逸

の恐れ 
2020 年 3 月 8 日 読売新聞長崎版 
  郷土資料の収集「不十分」 近現代分 市民団

体訴え 
 
※もし抜けているものがありましたら、お知らせ

ください。 

8



9



10



11



12



13



14



15



16



17


	もとめる会ニュースレター1号（案）ページなし
	もとめる会_長崎県からの回答（2019-12-25）



